


（4）地域防災力の向上には、地域コミュニティに
おける自助と共助が不可欠であるが、社会の変化に伴い、都市
部は人間関係の希薄化等が進み、地方は人口減少や平均年齢
の上昇等が進むなど、地域コミュニティの脆弱化が懸念されて
いる。地区防災計画に基づく防災活動が地区居住者等により実
施できるよう、地域コミュニティの強化や活性化が必要と考え
るが、本府における減災の取組状況をどのように捉えているの
か。また、減災対策を進める上で、府民の防災意識の向上が不可
欠と考えるが、本府における状況をどのように捉え、今後どの
ように対応していくのか。

自助・共助による減災の取組についてです。
近年、人口減少や高齢化に伴いコミュニティの希薄化が進む中、
能登半島地震において、現地で支援にあたった職員からは、「被
災された方々の間では、お互いを支え合う共助の構図ができて
おり、地域の人々の結びつきを強くするということは、大災害が
起きたときに大きな力を発揮することを実感した」という報告
を受けています。
このことから、激甚化・頻発化する自然災害に対応するためには、
住民同士の助け合いや一人一人の防災意識の向上を図ること
が重要であるということを改めて認識しました。
京都府としては、平時から地域の方々が集まる機会を設け、自
助・共助について話し合うなど、地域コミュニティの強化による
防災力の向上に関する取組を支援していく必要があると考え
ています。
具体的には、自主防災組織などを対象に水害等避難行動タイム
ライン作成の講習会や、高齢者や難病患者など支援が必要な方
の個別避難計画策定を促進するための研修会にアドバイザー
役として京都府職員を派遣するなどの取組を行っています。

また、防災に関する地域広報誌の作成・配布や、自治会と大学生
ボランティア団体の協働による防災マニュアルの作成など、地
域住民の主体的な取組に対しまして、地域交響プロジェクト交
付金により支援しているところです。
さらに、消防団が中心となって、中山間地域において、互助によ
る救助・救急力を高め、安心安全な地域づくりを進める「ふるさ
とレスキュー」の取組や、消防団と地域の民間企業などが協同
で実施する防災訓練の取組に対して「わがまちの消防団強化･
応援事業費」により支援を行っています。
今後とも国や市町村、関係機関と連携し、防災体制の充実と災
害時の対応力を強化することで災害に強い京都づくりを目指し
ていきます。

（1）年々、約4％の割合で家族農業が減っている
現状をどのように分析し、資金力がない家族農業の効率化をど
のように向上させていくのか。また、今後、家族農業をどのよう
に支援していくのか。

京都府では、農業者が目指す経営規
模に応じた支援を行っており、規模拡大や法人化を希望する専
業農家には、農地の斡旋や専門家派遣による法人化を、小規模
農家には、高収益作物の導入や高付加価値化のための新品種導
入や、販路開拓を支援しています。
また、兼業農家に対しても、共同利用機械の整備や、共同出荷・
販売など、個々の実情に応じた経営支援や技術指導をソフト・
ハード両面から行っています。
今後、本格化する人口減少・少子高齢化の中では、地域農業を支
える家族経営体の更なる経営強化が必要だと考えており、ス
マート農業や6次産業化など、生産から流通・加工に至る最新技

術の開発・実用化を加速化し、生産性や付加価値の高い農業を
実現すること、拡大する海外市場を視野に、健康機能性や環境
に配慮した新商品を開発し、その販路を開拓することなど、「京
都食ビジネスプラットフォーム」を活用し、サポートしてまいり
たいと考えています。
今後とも、家族農業の所得向上を図り、持続的な発展に努めて
いきます。

家庭教育は全ての教育の基礎となるが、核家族
化や共働き家庭の増加、地縁的つながりの希薄化等を背景とし
て、家庭教育を支える環境が大きく変化する中、社会全体での
家庭教育支援の必要性が高まっている。家庭教育支援は、いじ
め、ひきこもり、不登校、虐待等の未然防止につながることから、
市町村が積極的に取り組む必要があると考えるが、府教育委員
会として、市町教育委員会や福祉部局とも連携しながら、どの
ように取り組むのか。

府総合教育センターにおいて、子どもの学校
生活のことや家庭内での気がかりな行動、保護者としての関わ
り方などの相談に応えられるよう「臨床心理士」等の資格を持っ
た相談員による来所、巡回、電話などによる教育相談を実施し
ています。
マイナス1歳から成人するまでの子を持つ保護者の子育てから
教育につながる悩みに対する切れ目のない支援や、子育てに不
安を抱えながらも自ら電話や来所に踏み出せない保護者への
支援、不登校等の未然防止に繋がる家庭の教育力向上について
は、更に取組を充実させていく必要があります。
そのため、昨年12月に改定された「京都府子育て環境日本一推
進戦略」において、全ての子育て家庭の「子育ち」「親育ち」を支
援することを掲げており、これまで取り組んできた「子育ち」に
加え、「親育ち」の観点も含めた取組を進めていきたいと考えて
います。
具体的には、府教育委員会として、保護者の不安や悩みに寄り
添い、解決に導くための「子育て－教育コンシェルジュ」を令和
6年度から新たに設置し、気軽な相談から解決が困難なケース
までのあらゆる子育て・教育に関する相談に対応できるよう、相
談機能を充実することとし、その経費を今定例会に提案してい
る予算案に盛り込んでいます。
府教育委員会としては、全ての保護者が安心して子どもの教育
や子育てに向き合えるよう、相談体制を構築するとともに、市町
（組合）教育委員会や福祉部局とも連携しながら、家庭の教育力
向上に取り組んでいきます。

GIGAスクール構想の取組により、STEAM教
育の取組も加速している一方で、教員にとっては慣れないもの
を教えたり、新しい教材を取り入れたりと変化が求められてお
り、ICTツールを導入しても、教員一人ひとりのスキルとリテラ

シーを向上させなければ効果的な利用につながらないと考え
る。STEAM教育を推進し、目的を果たすためには、教員による
ICTの利活用を促進するための工夫が求められると考えるが、
今後、府教育委員会として、GIGAスクール構想とともに
STEAM教育をどのように進めていくのか。

※STEAM教育とは
科学・技術・工学・芸術・数学の5つの英単語の頭文字を組
み合わせた造語。科学（Science）、技術（Technology）、
工学（Engineering）。芸術・リベラルアーツ（Arts）、数学
（Mathematics）の5つの領域を対象とした理数教育に
創造性教育を加えた教育理念。知る（探究）とつくる（創
造）のサイクルを生み出す、分野横断的な学びです。
体験の中でさまざまな課題を見つけ、クリエイティブな
発想で問題解決を創造、実現していくため
の手段を身につけます。社会とテクノロ
ジーの関係がますます密接になっていく
これからのAI時代、この5つの領域の理解
と学びを具体化する能力がますます必要
となってきます。

各小・中学校では、課題解決型の学習の取
組を進めています。例えば、小学校では、地元の文化財を題材と
したまちづくり等の課題に、中学校では、府内の企業や研究所
から出される答えのない問いに取り組んでいます。
府立高校においては、より主体性を重視した探究活動に取り組
んでおり、興味や関心に応じて、物理工学や数理解析といった
大学レベルのテーマを設定し、学年を超えたグループで研究を
行い、論文作成やポスター発表に取り組んでいる学校もありま
す。
また、STEAM教育を進めていく上で、ICTは有効なツールで
あることから、プログラミングを学ぶ学校独自の科目を設定し、
個人の理解度に合わせながら、プログラム作成にチャレンジす
る学校もあります。
教員同士がオンラインや対面でICT活用について交流・議論す
る取組を始めており、今年度からは、個人の到達度や関心に応
じてICT活用のスキルやリテラシー等を高めるため、全ての教
員が参加する研修を実施しています。京都府デジタル学習支援
センターが中心となり、ICT活用の実践的なオンライン研修を
実施するとともに、ICTを活用した効果的な授業実践例の動画
配信にも取り組んでおり、全ての子どもたちが学びへの意欲を
高め、新たな社会の創り手として将来活躍できるような教育を
進めていきます。
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